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中国人登録者は「昭和 50 年代から引き続き増加し、更に平成 16 年末は、平成 15 年末に
比べ 25,174 人（5.4％）増の 487,570 人となっている。外国人登録者全体に対する構成比




















































































































































































































































































































































































































書』（中国華僑出版社、2002 年）によれば、現在の華僑・華人の総人口は約 3,300 万人で











































































































































































































































中国により仏教が伝わってきたのも 6 世紀の半ばといわれている。 















































































明萬暦三十六年（1608 年）、長崎にいる明の商人は 20 人足らずであったが、10 年も経過
 40
 





表 1-1 1611 年～1647 年日本に来航する中国船 
年 来航船数 年 来航船数 年 来航船数 
慶長 16 年（1611） 70 寛永 8 年（1631） 60 寛永 18 年（1641） 97 
慶長 17 年（1612） 30 寛永 9 年（1632） 4 寛永 19 年（1642） 34 
慶長 18 年（1613） 20 寛永 11 年（1634） 36 寛永 20 年（1643） 34 
慶長 19 年（1614） 60～70 寛永 12 年（1635） 40 正保元年（1644） 54 
元和 9 年（1623） 36 寛永 14 年（1637） 64 正保 2 年（1645） 76 
寛永元年（1624） 38 寛永 16 年（1639） 93 正保 3 年（1646） 54 
寛永 2 年（1625） 60 寛永 17 年（1640） 74 正保 4 年（1647） 30 
注：岩生成一「近世日支貿易に関する数量的考察」東京大学文化部史学会編『史学雑誌』第 62 編第 11





























































































































例えば、1623 年に建てられた「興福寺」の住持の出身および来日の時間は表 1-2 の通りで
ある。 
表 1-2 長崎興福寺歴代住職一覧 
世代 僧侶 籍貫（出身） 渡日年 
開基 眞円 江西饒州府浮梁縣  元和六年（1620 年） 
二代 黙子如定 江西建昌縣 寛永九年（1632 年） 
三代 逸然性融 浙江杭州府仁和縣 正保元年（1644 年） 
開法開山 隠元隆琦 福州福清縣 承應三年（1654 年） 
四代 澄一道亮 浙江杭州府銭塘縣 明暦元年（1655 年） 
五代 悦峰道章 浙江杭州府銭塘縣 貞享三年（1686 年） 
六代 雷立摶 山西洪洞縣 元禄六年（1693 年） 
七代 旭如元昉 浙江杭州府銭塘縣 正徳元年（1711 年） 
八代 杲堂元昶 浙江杭州府銭塘縣 享保六年（1721 年） 
九代 竺庵浄印 潮州府徳縣 享保八年（1723 年） 

















































































































ていた。例えば、1867 年に神戸の在住中国人はわずか 10 数名であったが、商社の増加に
伴い翌 1868 年には 240 名に達した４９。そして、18 世紀から衰えていた長崎の華僑・華
人社会も、安政の開国によって再開を果たし、1865 年の在留中国人の数は 100 人近くと
なり、1870 年には 462 人までに増した５０。また、横浜においては開港当初の在留中国人























表 1-3 在日中国人人口推移（1876－1903 年） 
年次 中国人数(A) 在日外国人総数(B) A/B(%) 
1876 2449 4972 49.3 
1877 2393 5071 47.2 
1878 2996 5600 53.5 
1879 3521 6022 58.5 
1880 3620 6026 60.1 
1881 3571 6187 57.7 
1882 3746 6335 59.1 
1883 4983 7616 65.4 
1884 4143 7117 58.2 
1885 4071 6807 59.8 
1886 4130 7046 58.6 
1887 4209 7560 55.7 
1888 4805 8614 55.8 
1889 4975 9062 54.9 
1890 5498 9707 56.6 
1891 5344 9550 56.0 
1892 5574 9803 56.9 
1893 5343 9633 55.5 
1894 1576 5875 26.8 
1895 3642 8246 44.2 
1896 4533 9238 49.1 
1897 5206 10531 49.4 
1898 6130 11589 52.9 
1899 6359 11561 55.0 
1900 6890 12536 55.0 
1901 7330 13424 54.6 
1902 8027 14257 56.3 
1903 7423 13709 54.1 




















































































図 1-1 『横浜貿易捷径』における「中華公学」の記載 
 
出所：伊藤辰治郎「外国商館の部」『横浜貿易捷径』横浜貿易新聞社、1893 年、155 頁。 
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を表 1-4 でまとめた。これらの数字から、19 世紀末にかけて、横浜、長崎、神戸などの開
港口をはじめに、在留中国人は増加傾向にあることが明白である。 
表 1-4 1860 年代から 1930 年まで日本主要港別在留中国人の推移 
港 1865 年代 1880 年 1890 年 1900 年 1920 年 
横浜 40－50 2,172 3,004 - 5,928 
長崎 246 549 692 1,246 1,664 
神戸 240 516 933(1892 年) 1,700 5,193 
大阪 21 116 330 - 1,826 
東京 - 20 - - 4,057 
注：各統計によって、若干数字の違いがみられるが、本表は羅晃潮『日本華僑史』広東高等教育出版社、





の 1876 年、日本に在住する中国人の男女の比率は 17.4:1 であり、男性は女性よりはるか









表 1-5 横浜の在留清国人戸口数（1882-1896） 
 1882 1884 1886 1888 1890 1892 1894 1896 1898 
戸数 403 518 500 695 714 239 398 674 709 
男性 1,525 1,698 1,683 1,949 2,444 1,991 765 1,414 2,509 
女性 157 172 200 239 560 298 197 258 775 
成人 
計 1,682 1,870 1,883 2,188 3,004 2,289 962 1,672 3,284 
男児 255 333 350 495 - 627 79 352 - 
女児 217 268 340 298 - 423 132 244 - 
小児 
計 472 601 690 793 - 1,050 211 596 - 
合計 2,154 2,471 2,573 2,981 3,004 3,339 1,173 2,268 3284 
注：「第 4 編雑纂・4 横浜港在留外国人戸口数表」神奈川県企画調査部県史編集室『神奈川県史 資料編


























契約労働力として多くの中国人が海外へ出かけた。1800 年から 1925 年まで、契約の方式


















































































































































年 3 月 19 日付けの「横浜貿易新聞」、「東京日日新聞」にも大きく報じられ、日本社会か
らも注目を浴びていた８３。 
 































力を合わせた。その結果、1899 年 9 月、中山手通 3 丁目 24 番地に神戸における最初の華
































































































































































































































































年までの在籍教員、生徒数の推移は表 2-1 の通りである。 
表 2-1 華僑時中両等小学堂の在籍教職員・生徒数の推移（1905－1911 年） 





1905 21 3 47 13 60 47 13 60 
1906 21 3 14 3 17 53 9 62 
1907 21 6 12 1 13 50 7 57 
1908 21 4 14 3 17 46 6 52 
1909 21 4 19 2 21 60 7 67 
1910 21 4 19 3 22 50 6 56 
1911 21 4 20 7 27 53 10 63 
出所：増田史郎亮「長崎華僑時中小学校沿革小史」石川信愛編著『華僑学校教育の国際的比較研究』（上）、
宮崎大学教育学部社会経済研究室、1988 年、136 頁より作成。 
教育の内容について、学校は清政府が 1903 年に公布した「奏定学堂章程」の「忠君・
尊孔・尚公・尚武・尚実」の趣旨に基づいて教育を行っていた。その週間あたりの授業科
目と時間数は次のようである。初等科第一学年は修身 2、読経講経 12、中国文学 4、算数
6、歴史 1、地理 1、格致（理科）1、体操 3、そのほかに、図画、手工等の選択科目が設
けられていた。そして、高等科第一学年は修身 2、読経講経 12、中国文学 8、算数 3、中



























1900 年以降、在留中国人の増加につれ（表 2-2 参照）、華僑・華人社会が一層の発展を
遂げた。 
表 2-2 在日中国人人口推移（1900－1911 年） 
年次 中国人数(A) 在日外国人総数(B) A/B(%) 
1900 6,890 12,536 55.0 
1901 7,330 13,424 54.6 
1902 8,027 14,257 56.3 
1903 7,423 13,709 54.1 
1904 9,411 15,497 60.1 
1905 10,388 16,558 62.7 
1906 12,425 18,970 65.5 
1907 12,273 18,908 64.9 
1908 10,847 17,893 60.6 
1909 9,858 17,335 56.9 
1910 8,420 14,897 56.5 
1911 8,145 14,970 54.4 







の 13 名の清国留学生の来日を端に、その数は年々増え、1901 年は 266 人、1902 年は 727




























と高等科（3 年）の教育を行っていた。当時約 200 名の生徒の多くは理髪店や裁縫店の子
弟である１４。一方で、経営上の問題から、学校はわずか 2 年で閉校となった。 
そのほか、立憲派に実権を握られ、「大同学校」から身を引いた革命派は、新たな学校の

















数は 450 名までにのぼった（表 2-3 参照）。そして、1899 年に神戸で設立された「同文華
僑学校」も、1906 年に幼稚園、中学予科と女子師範夜学保母伝習所が増設され、学生を増
やしてきた（表 2-4 参照）。 
表 2-3 横浜大同学校の在籍教職員・生徒数の推移（1898-1911 年） 





1898 7 0 7 110 30 140 
1899 6 1 7 70 40 110 
1900 8 3 11 110 26 136 
1901 6 2 8 272 22 294 
1902 8 1 9 101 32 133 
1904 6 1 7 131 48 178 
1905 6 1 7 134 45 179 
1906 10 2 12 131 59 190 
1907 12 4 16 381 69 450 
1908 15 0 15 191 71 262 
1909 15 3 18 191 71 262 
1910 12 0 12 160 80 240 
1911 16 0 16 127 110 237 
出所：横浜山手中華学校百年校志編集委員会『横浜山手中華学校百年校志』学校法人横浜山手中華学園、
2005 年、52 頁より作成。 
 
表 2-4 神戸華僑同文学校の在籍生徒数の推移（1900-1911 年） 
中・小学生 幼稚園児 年 
男子学生 女子学生 男子園児 女子園児 
計 
1900 106 15 - - 121 
1901 97 14 - - 111 
1902 91 12 - - 103 
1903 87 11 - - 98 
1904 91 13 - - 104 
1905 81 15 - - 96 
1906 134 39 24 27 224 
1907 175 60 30 27 292 
1908 152 70 24 23 269 
1909 107 51 18 13 189 
1910 99 43 16 13 171 
































































表 2-5 在日中国人人口推移（1912－1930 年） 
年次 中国人数(A) 在日外国人総数(B) A/B(%) 
1912 - 16,127 - 
1913 11,867 18,763 63.2 
1914 - 18,619 - 
1915 12,046 18,218 66.1 
1916 11,869 18,310 64.8 
1917 13,755 20,581 66.8 
1918 12,139 19,500 62.3 
1919 12,294 20,242 60.7 
1920 14,258 22,595 63.1 
1921 15,056 23,400 64.3 
1922 16,936 24,932 67.9 
1923 12,843 18,761 68.5 
1924 16,902 24,122 70.1 
1925 - 28,279 - 
1926 22,272 31,140 71.5 
1927 23,934 32,917 72.7 
1928 25,963 34,917 74.4 
1929 29,500 38,829 76.0 
1930 30,836 40,290 76.5 
出所：総務庁統計局監修『国勢調査集大成 人口統計総覧』東洋経済新報社、1985 年、51 頁によ 
り作成、算出。なお、1912 年、1914 年、1925 年次に関しては、原資料にデータが欠けていた。 
表 2-5 のように、1911 年以降の在日中国人人口は基本的に増加傾向であった。満州事変





表 2-6 により、1930 年代までの神奈川県の主な華僑・華人団体は全部で 33 個に数え、






表 2-6 1930 年代までの神奈川県の主な華僑・華人団体 
会員数 種類 団体名 創設
年 1926 年 1934 年 1936 年
目的・活動等 
三江公所 1887 72 41 120 江蘇浙江福建出身者の商業発展、親睦 
親仁会 1892 80 20 約 30 広東省出身の貿易商中心、商業発展、親睦 
知己総会 1912 50 55 120 三江人中心の相互親睦、救済 
四邑公所 1920 91 60 60 広東省四邑出身者の相互親睦、救済 
要明同郷会 1920 188 90 80 広東省高要、高明二県出身者の親睦、救済 
南番順同郷会 1921 44 24 40 広東省南海、番禺、順徳三県出身者の親睦 
僑日中華北幇公所 1925 50 ― ― 相互親睦、救済 
中山公所 1925 222 ― ― 広東省中山県出身者の親睦、救済 









横浜人和会所 1929 ― 27 28 広東省恵陽出身者の親睦、救済 
中華会館 1867 1,150 全員 38 華僑全体を代表する団体 
中華商務総会 1912 80 － － 商業発展、僑民救済 
駐日華僑聯合会横浜支部 1925 約 500 － － 相互扶助、自治愛国 





商会 中華会館青年会 1930 ― 20 28 青年の精神修養 
京浜華厨会 1917 98 204 約 200 料理職人の親睦、就職斡旋 
東義和館 1919 － 200 150 船員組合、相互救済 
僑日京浜復興展義会 1921 75 108 － 婦人洋服裁縫職人組合 
同義会 1922 55 － － 籐椅子職工の相互親睦 
仁義和館 1925 － 300 300 船員組合、相互救済 
僑日京浜洋服職工聯合会 1925 160 70 － 洋服職工の相互親睦、救済 
神戸華僑皖江聯合会京浜支部 1930 － 50 50 安徽省出身のコックの組合 
横浜中華雑貨卸商組合 1933 － － 8 相互親睦、救済 
山下町中華料理組合 1935 － － 22 相互親睦、救済 








京浜華僑洋服商組合会 1936 － － 192 僑日京浜復興展義会、僑日京浜洋服職工聯
合会、京浜華僑洋服商組合会の合併 
中国国民党横浜支部 1909 122 82 － － 
中華公立学校校友会 不明 － － 約 200 － 
親仁教育補助会 1906 － 8 約 40 － 
和親会 1910 143 60 60 － 
香邑梓友会 1920 50 － － － 







横浜華僑新生活運動促進会 1935 － － 約 30 － 
出所：高橋強「戦前の日本華僑社会の変容―華僑団体の動向を通して」長崎華僑研究会編『長崎華僑と日中文化交流』第 5 号、






















員は洋行の職員や学校の英語教員が多く、当初は約 50 名の生徒が在籍していた２６。 
 上記の新しい学校の設立とともに、この時期に既存の華僑学校も安定な発展を保ってい
た。1923 年に各学校の在籍する生徒数をみると、「大同学校」は 380 名、「中華学校」は





かし、1923 年 9 月に関東地方で発生した大震災により、横浜の在住華僑・華人の 3 分の 1
が命を失い、同時に、5 校の華僑学校も一瞬にして廃墟となった。 
地震は華僑・華人社会に大きなダメージを与えたが、震災後、元「志成学校」の校長呉






華僑学校再建の補助金として 25,000 円が交付された。それをもとに、翌 1926 年、山下町
141 番地に、震災前の各学校の合併したものとして「横浜中華公立学校」が建てられた２８。
このことは当時の横浜の新聞にも報じられていた。（図 2-1 参照） 









 次に、神戸において、「華僑同文学校」は 1923 年に 6.3 制の導入に伴い、中学校を増設
した。その後 1931 年には中華民国教育部により認可を受けた。その生徒推移は表 2-7 の
通りである。 
表 2-7 神戸華僑同文学校の在籍生徒数の推移（1911-1931 年） 
中・小学生 幼稚園児 年 
男子学生 女子学生 男子園児 女子園児 
計 
1911 152 52 27 17 248 
1912 177 65 22 18 282 
1913 211 93 31 22 357 
1914 129 69 37 17 248 
1915 137 59 22 27 245 
1916 140 63 25 19 257 
1917 160 73 30 22 286 
1918 217 114 35 24 390 
1919 227 132 33 22 414 
1920 243 136 44 24 447 
1921 215 138 28 22 418 
1922 192 121 34 30 377 
1923 222 128 16 19 385 
1924 234 176 30 25 465 
1925 225 173 28 19 445 
1926 223 157 34 18 432 
1927 221 134 23 18 396 
1928 212 120 25 24 381 
1929 247 168 28 24 467 
1930 221 119 33 21 394 
1931 226 155 23 16 420 
出所：陳徳仁編『神戸中華同文学校八十周年記念刊』学校法人神戸中華同文学校、1984 年、115 頁より
作成。 





















































京都において、1928 に在留中国人の数が 1,084 人までにのぼった。人口の増加につれ、
華僑・華人の「経済的にも相対的に安定し、僑団が出来、施餓鬼（著者注：昭和初期に黄
檗山万福寺においてはじまった宗教行事）などの宗教行事を持つように」なった３５。これ





















































1931 年 9 月、関東軍が仕掛けた柳条湖事件を発端に、日本は中国東北の侵略を踏み込
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表 2-8 1930 年と 1931 年神戸に在留する中国人の変化 
職業 1930 年 12 月 1931 年 12 月 増減 
商社員 728 553 ▲175 
銀行員 108 77 ▲31 
輸出入商 98 59 ▲39 
綿花輸入商 2 0 ▲2 
教師 80 28 ▲52 
家庭教師 0 1 1 
薬種商 5 5 0 
新聞通信員 1 0 ▲1 
官吏 5 0 ▲5 
旅宿及び下宿 1 1 0 
料理業 15 8 ▲7 
料理業従業員 192 146 ▲46 
飲食店 7 10 3 
食料品店 2 2 0 
船員 2 3 1 
運送業 3 0 ▲3 
雑貨商 22 30 8 
学生 12 0 ▲12 
菓子製造業 13 8 ▲5 
米穀商 4 0 ▲4 
海産物商 5 0 ▲5 
両替商 7 8 1 
青物幹物商 2 0 ▲2 
沖商 6 3 ▲3 
獣肉商 7 5 ▲2 
牛肉商店員 2 0 ▲2 
呉服商 10 0 ▲10 
呉服行商人 43 0 ▲43 
行商人 0 20 20 
ラシャ商人 3 1 ▲2 
金物時計行商人 3 0 ▲3 
小間物行商人 2 0 ▲2 
仲買人 1 0 ▲1 
会社支配人 0 1 1 
タリーマン 40 19 ▲21 
イカダヤ 2 0 ▲2 
理髪業 39 23 ▲16 
理髪従業員 319 68 ▲251 
被傭人 761 107 ▲654 
活版業 11 9 ▲2 
印刷工 72 60 ▲12 
大工職 3 3 0 
ペンキ職 141 108 ▲33 
厨夫 33 0 ▲33 
仕立業 34 22 ▲12 
仕立職人 320 209 ▲111 
靴職人 14 10 ▲4 
職工 14 31 17 
画家 1 0 ▲1 
給仕 6 0 ▲6 
雑役夫 1 0 ▲1 
無職 34 23 ▲11 
有職者家族で無職 3396 1695 ▲1701 
無職者家族で無職 94 43 ▲51 
合計 6780 3399 ▲3381 
出所：神戸税関『神戸在留華商及其の取引事情』1932 年、pp.7-8、中華会館編『落地生根―神戸華僑與神阪中華







局保安課の統計により、昭和 6 年（1931 年）12 月 15 日までに、つまり、柳条湖事件か
らわずか 3 ヶ月の間、「満州事変ヲ動機トシテ皈国シタル職業別中国人」の数は合計 7,737
名となっていた。内訳学生 994 名、行商人 1,758 名、労働者 2,475 名、その他 2,550 名で
あった４０。ここに、神戸の例をみると、1930 年に比べて、1931 年の在留中国人人口は表
2-8 の通りに約半分までに激減となっていた。 
そして、在日中国人全体を見ると、その数は 1930 年の 30,836 人から、一気に 1931 年
の 19,135 人までに減少した（表 2-9 参照）。 
表 2-9 在日中国人人口推移（1930－1938 年） 
年次 中国（A1） 満州（A2） 在日外国人総数（B） （A1＋A2）/B 
1930 30,836 0 40,290 76.5 
1931 19,135 0 28,317 65.2 
1932 17,819 66 26,885 66.5 
1933 19,932 128 29,268 68.5 
1934 22,741 260 32,641 70.5 
1935 26,203 1,792 38,475 72.8 
1936 27,090 2,581 40,865 72.6 
1937 15,526 2,420 30,838 58.2 
1938 14,807 2,236 28,857 59.1 














1937 年 7 月の盧溝橋事変の勃発により日中が全面戦争となった。これにつれ、在留の
華僑も更なる厳しい立場に置かされていた。敵対国国民である華僑の監視・管理を図るた


















このような厳しい状況下、引き揚げする華僑が相次ぎ、1931 年以降に一度 2 万人台に
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表 2-10 1938 年中華民国駐日公館閉鎖時間表 
公館名称 閉鎖年月日 
駐日中華民国大使館 昭和十三年六月十一日（1938 年 6 月 11 日） 
横浜総領事館 昭和十三年二月五日（1938 年２月 5 日） 
横浜領事館函館辨事處 昭和十三年一月三十一日（1938 年 1 月 31 日） 
神戸総領事館 昭和十三年二月七日（1938 年 2 月 7 日） 
神戸領事館名古屋辨事處 昭和十三年一月二十五日（1938 年 1 月 25 日） 
神戸領事館大阪分辨事處 昭和十三年二月七日（1938 年 2 月 7 日） 
長崎領事館 昭和十三年二月五日（1938 年 2 月 5 日） 
長崎領事館門司辨事處 昭和十三年一月二十四日（1938 年 1 月 24 日） 
















































































よりようやく保釈が認められたのは 3 ヵ月後であった５２。これらのことから、1937 年の












表 2-11 神戸華僑同文学校の在籍生徒数の推移（1931-1938 年） 
中・小学生 幼稚園児 年 
男子学生 女子学生 男子園児 女子園児 
計 
1931 226 155 23 16 420 
1932 - - - - - 
1933 156 80 22 8 226 
1934 163 127 20 19 329 
1935 243 177 36 31 487 
1936 269 186 38 25 518 
1937 289 205 30 26 550 
1938 75 47 - - 122 



















年の空襲により校舎が全焼され、わずか 6 年で閉校となった。 
 104
横浜と神戸のほか、各地にある華僑・華人の教育施設もこの時期の政治情勢に大きく翻
弄されていた。1930 年に約 200 名の生徒が在籍していた「長崎華僑時中学堂」は、満州

































前の 3 万人台に回復し、その後も増加傾向を見せている（表 2-12 参照）。これにより、華
僑・華人社会も少しずつにぎやかさを回復してきた。 
表 2-12 在日中国人人口推移（1946－1950 年） 
年次 中国人数(A) 在日外国人総数(B) A/B(%) 
1946 30,847 - - 
1947 32,889 639,368 5.1 
1948 37,394 658,292 5.7 
1949 38,582 645,583 6.0 
1950 40,481 598,696 6.8 
出所：総務庁計局監修『国勢調査集大成 人口統計総覧』東洋経済新報社、1985 年、54 頁より作成、
算出。1946 年の中国人人口は陳正雄「統計から見た在日中国人」神戸大学社会学研究会『社会学雑誌』
第 7 号、1990 年、77 頁による。1947 年の中国人人口は法務省入国管理局編『出入国管理の回顧と展望』
1981 年、172－173 頁による。 
一方で、終戦をむかえたとはいえ、戦争がもたらした被害は甚大なものがあった。特に
終戦直前の空襲により、東京、横浜、神戸等地域は多大な被害を浴び、これに華僑・華人
















































































































の通りであった。学校の 1949 年の学生数が 872 名となり、これに夜間部の成人生徒を加
えると、約 1,000 名の学生が在籍していたことにもなる７０。 









































































































































































の復興により、一層の発展を見せていた。1946 年に学生数は 120 名に及び、その後幼稚
園も附設された。そして 1947 年に学校は中華民国教育部からの認可を受けた７４。 
また、東京も華僑連合会の主導のもと、1946 年に中央区の「昭和小学校」の一部を臨時
校舎として借り、「東京中華学校」の授業を再開した。当初は小学校の教育のみであり、約


















華僑学校も続々と設立されれいた。1948 年時点には下表の通り日本全国で 9 校の華僑学
校が教育活動を行っていた。 
表 2-14 1948 年の在日華僑・華人教育施設 
学校名 住所 
＊東京中華学校 東京都千代田区 5 丁目 14 番地 
＊横浜中華学校 横浜市山下町 142 番地 
＊神戸中華同文学校 神戸市兵庫区大開通 4 丁目 
＊大阪中華学校 大阪府大阪市西区川口町 2 丁目 
＊長崎華僑時中学校 長崎市大浦町 36 番地 
静岡中華学校 静岡県三島市芝町 1605 番地 
京都中華学校 京都市下京区寺町通 4 条 
島根中華学校 島根県出雲市令市上町 
北海道中華学校 北海道函館市千歳町 
留日華僑教育 東京都小石川町 1 丁目 















































































9 月 1 日に生徒 600 名余りを率いて、予定通りに学校での入学式の開催に踏み込んだ。そ





教員、保護者らと衝突をし、新校長を含む、16 名の教員と 3 人の生徒が逮捕されるという
結果をもたらした。これはいわゆる「学校事件」であった８７。 
















が主であった。横浜山手中華学校の記録によれば、1952 年 9 月から 1953 年 7 月までに、


















































た華人を含む）との国際結婚率は 1965 年に 66％、1975 年に 83％、1980 年には 90％ま
でにのぼっているとなる９４。 
そして、華僑・華人社会における現地化傾向のもう一つのあらわれは日本国籍へ帰化す
る人数の増加である。1950 年代からの約 30 年間に在日中国人の人口に大きな変化が見ら
れなかったことに対し、日本国籍への帰化した中国人の数は総じて増える傾向であった（表








表 2-15 在日中国人人口推移（1946－1950 年） 
年次 中国人数(A) 在日外国人総数(B) A/B(%) 帰化許可人数（中国人） 
1951 43,377 621,993 7.0 ― 
1952 42,147 593,955 7.1 18 
1953 43,778 619,890 7.1 2 
1954 43,282 619,963 7.0 5 
1955 43,865 641,482 6.8 5 
1956 43,372 638,050 6.8 0 
1957 44,710 667,036 6.7 57 
1958 44,789 676,983 6.6 200 
1959 45,255 686,609 6.6 238 
1960 45,535 650,566 7.0 270 
1961 46,326 640,395 7.2 201 
1962 47,096 645,043 7.3 233 
1963 47,827 651,574 7.3 421 
1964 49,174 659,789 7.5 617 
1965 49,418 665,989 7.4 532 
1966 49,387 668,318 7.4 753 
1967 49,592 676,144 7.3 589 
1968 50,445 685,075 7.4 114 
1969 50,816 697,504 7.3 124 
1970 51,481 708,458 7.3 320 
1971 52,333 718,795 7.3 249 
1972 48,089 735,371 6.5 1,303 
1973 46,642 738,410 6.3 7,338 
1974 47,677 745,565 6.4 3,206 
1975 48,728 751,842 6.5 1,641 
1976 47,174 753,924 6.3 1,323 
1977 47,862 762,050 6.3 1,113 
1978 48,528 766,894 6.3 1,620 
1979 50,353 774,505 6.5 1,402 
1980 52,896 782,910 6.8 1,620 
出所：在日中国人の数に関しては総務庁計局監修『国勢調査集大成 人口統計総覧』東洋経済新報社、
1985 年、54 頁より算出・作成。帰化許可人数に関しては田中宏「戦後日本における中国人の地位の推
移」『紀要―地域研究・関連諸科学編』第 16 号、愛知県立大学外国語学部、1983 年、23-60 頁に参照。 


































2-17 のように、1960、70 年代以降に各華僑学校の生徒が減少の傾向を見せている。 
表 2-16 神戸中華同文学校の在籍生徒数の推移（1945-1989 年） 
年 生徒数 年 生徒数 年 男子 
1945 406 1960 1088 1975 879 
1946 536 1961 1064 1976 902 
1947 961 1962 1022 1977 946 
1948 946 1963 953 1978 942 
1949 893 1964 891 1979 936 
1950 886 1965 834 1980 912 
1951 921 1966 773 1981 909 
1952 964 1967 729 1982 883 
1953 973 1968 689 1983 854 
1954 1012 1969 672 1984 813 
1955 1021 1970 721 1985 792 
1956 1026 1971 755 1986 733 
1957 1021 1972 740 1987 722 
1958 1044 1973 801 1988 686 
1959 1104 1974 823 1989 664 
注：横浜山手中華学校百年校志編集委員会『横浜山手中華学校百年校志』学校法人横浜山手中華学園、
2005 年、52 頁より作成。 
 
表 2-17 横浜山手中華学校の在籍生徒数の推移（1952-1989 年） 
年 生徒数 年 生徒数 年 生徒数 
1952 650-655 1968 347 1979 472 
1957 395 1969 328 1980 467 
1958 438 1970 316 1981 444 
1960 418 1971 314 1982 420 
1961 424 1972 370 1983 387 
1962 396 1973 432 1984 343 
1963 347 1974 487 1985 321 
1964 321 1975 479 1986 307 
1965 318 1976 484 1987 302 
1966 334 1977 474 1988 303 
1967 357 1978 469 1989 275 
注：横浜山手中華学校百年校志編集委員会『横浜山手中華学校百年校志』学校法人横浜山手中華学園、












きな発展を果たした華僑学校は 60 年代以降に衰退の一途にたどった。 
1948 年は、華僑・華人学齢児童の約 70％が全国の 9 校の華僑学校に在学していたに対
し、1979 年に教育活動を継続した学校は東京、横浜（2 校）、大阪、神戸、長崎の 6 校の
みとなった。そのうち、「長崎華僑時中小学校」の在校生徒はわずか 18 名（幼稚園児 5 名
を含む）であり、この数は在住する華僑の学齢児童の半数も満たなかったである９６。そし




























































































































38 万の中国人留学生が世界の 103 カ国・地域で勉強しているとの統計が出ている２。 
そのような中で、日本はアメリカに続く第二の中国人留学生を受け入れ大国となった。





































表 3-1 在日中国人留学生数（大陸中心）の推移（1978－2003 年） 
年次 中国人留学生数(A) 外国人留学生総数(B) A/B(%) 
1978 23 5,849 0.39 
1979 127 5,933 2.14 
1980 501 6,572 7.62 
1981 666 7,179 9.28 
1982 1,085 8,116 13.3 
1983 2,136 10,428 20.5 
1984 2,491 12,410 20.1 
1985 2,730 15,009 18.2 
1986 4,418 18,631 23.7 
1987 5,661 22,154 25.6 
1988 7,708 25,643 30.1 
1989 10,850 31,251 34.7 
1990 18,063 41,347 43.7 
1991 19,625 45,066 43.5 
1992 20,437 48,561 42.1 
1993 21,801 52,405 41.6 
1994 23,256 53,787 43.2 
1995 24,026 53,847 44.6 
1996 23,341 52,921 44.1 
1997 22,323 51,047 43.7 
1998 22,810 51,298 44.4 
1999 25,907 55,755 46.5 
2000 32,297 64,011 50.5 
2001 44,014 78,812 55.8 
2002 58,533 95,550 61.2 
2003 70,814 109,508 64.7 
2004 77,713 117,302 66.3 
出所：文部科学省の各年留学生統計に基づき作成。なお、就学生の数は含まれていない。 





















そのうち、中国人留学生（台湾，香港，マカオを除く）は 4,186 人、全体の 71.2％を占め
ている８。 

























は、表 3-3 の通りである。 
このように、中国人留学生は卒業後も日本社会にとどまり、生活していく傾向が顕著で
ある。その数について、朱は「改革開放が始まってからの 20 余年間、中国大陸から日本























表 3-2 在日中国人人口推移（1981－2005 年） 
年次 中国人数(A) 在日外国人総数(B) A/B(%) 
1981 55,616 792,946 7.0 
1982 59,122 802,477 7.4 
1983 63,164 817,129 7.7 
1984 67,895 840,885 8.1 
1985 74,924 850,612 8.8 
1986 84,397 867,238 9.7 
1987 95,477 884,025 10.8 
1988 129,269 941,005 13.7 
1989 137,499 984,455 14.0 
1990 150,339 1,075,317 14.0 
1991 171,071 1,218,891 14.0 
1992 195,334 1,281,644 15.2 
1993 210,138 1,320,748 15.9 
1994 218,585 1,354,011 16.1 
1995 222,991 1,362,371 16.4 
1996 234,264 1,415,136 16.6 
1997 252,164 1,482,707 17.0 
1998 272,230 1,512,116 18.0 
1999 294,201 1,556,113 18.9 
2000 335,575 1,686,444 19.9 
2001 381,225 1,778,462 21.4 
2002 424,282 1,851,758 22.9 
2003 462,396 1,915,030 24.1 
2004 487,570 1,973,747 24.7 











2005 年に上記 2 種類のビザの取得により直接に来日した外国人は 14,884 人、そのうち、


























1994 22,583 4,798 817 35,058 28,382 22,768 114,406 
1995 23,568 4,685 851 37,310 30,653 23,314 120,381 
1996 25,805 4,571 890 39,948 33,578 28,279 133,071 
1997 28,445 4,454 967 43,714 36,941 29,710 144,231 
1998 31,591 4,349 1,055 45,913 38,927 32,546 154,381 
1999 37,960 4,252 1,346 48,698 38,982 33,358 164,596 
2000 48,809 4,151 1,724 50,525 37,337 35,805 178,351 
2001 58,778 4,060 1,961 53,554 36,580 38,874 193,807 
2002 70,599 3,924 2,252 53,126 35,020 40,814 205,735 
2003 83,321 3,406 2,698 52,016 33,292 41,839 216,572 
2004 96,647 3,306 2,988 51,854 32,130 45,643 232,568 
出所：法務省が発表した外国人登録者統計に基づき作成。 
表 3-3 により、2004 年に永住者、特別永住者、永住者の配偶者等、日本人の配偶者等、
定住者、または就労ビザを所持して、華僑として日本社会に定住する中国人は 23 万を超
えたと考えられる。そして、2004 年の中国人登録者数が 487,570 人であったことから、
実際日本に滞在する中国人のうち、約半数は定住志向を持つ華僑であると認識できよう。











表 3-4 日本国籍の帰化許可者数推移（1989-2005 年） 
許可者数 年 
総数 韓国・朝鮮 中国 その他 
1989 6,089 4,759 1,066 264 
1990 6,794 5,216 1,349 229 
1991 7,788 5,665 1,818 305 
1992 9,363 7,244 1,794 325 
1993 10,452 7,697 2,244 511 
1994 11,146 8,244 2,478 424 
1995 14,104 10,327 3,184 593 
1996 14,495 9,898 3,976 621 
1997 15,061 9,678 4,729 654 
1998 14,779 9,561 4,637 581 
1999 16,120 10,059 5,335 726 
2000 15,812 9,842 5,245 725 
2001 15,291 10,295 4,377 619 
2002 14,339 9,188 4,442 709 
2003 17,633 11,778 4,722 1,133 
2004 16,336 11,031 4,122 1,183 
2005 15,251 9,689 4,427 1,135 
合計 220,853 150,171 59,945 7,424 
   出所：法務省民事局「国籍関係」各年統計により作成。 
日本社会に定住する華僑の増加とともに、生活上、または仕事上の便宜をはかるために
日本国籍を取得する華人の数も 1990 年代の半ばから大きな増加変動を見せている。表 3-5
からは、1990 年代以降に中国人の帰化者数が大きく伸び、1997 年以降は毎年 4,000 人以
上を維持してきたことがわかる。そして、1952 年から 2005 年末までに日本に帰化した中
 135
国人の累積は 96,762 人までに達した。そのうち、1952 年から 1989 年の 37 年間に日本国



















































表 3-5 東京中華学校教育課程 
表 3-5-1．小学部教育課程 
    学
年  科目 
一年 二年 三年 四年 五年 六年
中文 8 8 8 8 8 8 
日文 4 4 4 4 4 4 
英文 1 1 1 1 2 2 
中社 -  -  - - 2 2 
日社 -  -  - 2 2 2 
算術 3 4 4 4 4 4 
生活 3 3 - - - - 
理科     3 3 4 4 
音楽 2 2 2 2 2 2 
図工・美術 2 2 2 2 1 1 
家庭科 -  -  - - 1 1 
資格技術 -  -  - 1 1 1 
保健・体育 2 2 2 2 2 2 
健康・道徳 2 2 - - - - 
総合学習 -  -  2 2 2 2 
週間時数 27 28 28 31 35 35 
 
 
 表 3-5-2．中学部教育課程  
    学年  
 科目 
一年 二年 三年 
中文 7 6 6 
日文 5 5 5 
英文 5 5 5 
中社 3  3  3  
日社 2  2  2  
数学 5 5 5 
理科 4 4 4 
音楽 1 1 1 
美術・工芸 1 1 1 
家庭科 - 1 1 
資訊技術 1 1 1 
保健・体育 2 2 2 
総合学習 1  1  1 
弾性時間 1 1 1 
語文発表/班会 1 1 1 


































   学年 
科目 
一年(学年学分制) 二年(選択単位制) 三年(選択単位制) 
学科 科目 単位数 必修 選択 必修 選択 必修 選択 
中文Ⅴ(高一) 5 ○      
中文Ⅵ(高二) 5   ○    
中文Ⅶ(高三) 5      ○ 
中 
文 
中文Ⅷ（帰国進学） 2      ○ 
日文Ⅰ(初級基本文型) 5       
日文Ⅱ(初級文書読解) 5       
日文Ⅲ(日本語総合) 5 ○  ○  ○  
日文表現Ⅰ 2   ○  ○  
日文表現Ⅱ 2    ○  ○ 
日文Ⅳ(現代文) 5    ○  ○ 
日 
文 
日文Ⅴ(日本進学) 2      ○ 
英文Ⅰ(高一) 4 ○      
英又Ⅱ(高二) 4   ○    
英文閲読 4     ○  
英文作文 2      ○ 
英会話Ⅰ 2 ○      
英会話Ⅱ 2    ○  ○ 





英又Ⅳ(帰国進学) 2      ○ 
世界史 3 ○  ○  ○  
中国歴史 3    ○  ○ 
日本史 3    ○  ○ 





日本地理 3   ○  ○  
現代社会 3 ○  ○  ○  





倫理 2    ○  ○ 
数字Ⅰ 3 ○      
数学A 2 ○      
数学Ⅱ 3   ○    
基礎 
数学B 3   ○    
数学Ⅲ 3      ○ 
理系 
数学C 3      ○ 
数字演習 3      ○ 
数 
学 
数学Ⅳ(帰国進学) 2      ○ 
理料総合Ａ 2 ○  ○  ○  
物理Ⅰ 3   ○  ○  
生物Ⅰ 3 ○      理1 (3択1) 
化学Ⅰ 3   ○  ○  
物理Ⅱ 3      ○ 
生物Ⅱ 3      ○ 
理科 
理Ⅱ 
化学Ⅱ 3      ○ 
音樂 2 ○  ○  ○  芸術 
(2択1) 美術・工芸 2 ○  ○  ○  
保体 保健体育 2 ○  ○  ○  
情報 情報 2 ○  ○  ○  
家庭一般 2 ○  ○  ○  家庭 
(2択1) 生活技術 2 ○  ○  ○  
特別活勤 
国語発表/ 
ホームールーム(クラス会)  1  1  1  
注：日文Ⅰ(初級基本文型)、日文Ⅱ(初級文書読解)は来日して間もない、日本語の指導が必要な学生（学年
不問）に対し開設された科目である。 





生徒の進路状況について、2005 年の高中部卒業生 17 名の内訳は、日本の大学・専門


























表 3-6 横浜中華学院教育課程 
表 3-6-1．小学部教育課程 
  学年 
科目 
一年 二年 三年 四年 五年 六年 
中国語 8 8 6 6 6 6 
説話 2 2 - - - - 
作文 - - 2 2 2 2 
日本語 4 4 4 4 5 5 
英語 3 3 3 3 3 3 
数学 5 5 6 6 6 6 
生活 3 3 - - - - 
自然 - - 2 2 2 2 
社会 - - 1 1 - - 
日社 - - - - 2 2 
健康教育 - - 1 1 1 1 
音楽 1 1 2 2 2 2 
図工 2 2 2 2 2 2 
体育 2 2 2 2 2 2 
道徳・週会 1 1 1 1 1 1 
パソコン - 1 1 1 1 - 
伝統文化 1 1 1 1 1 1 


























   年級 
科目  
中一 中二 中三 高一 高二 高三 
中国語 5 5 5 4 4 4 
作文 1 1 1 2 2 2 
日本語 5 5 5 5 5 5 
英語 5 5 5 6 6 6 
数学 5 5 5 5 4 4 
日社 2 2 4 3 3 3 
地理 2 2 1 2 2 - 
理科 2 4 4 - - - 
生物 - - - 4 - - 
化学 - - - - 4 - 
物理 - - - - - 4 
健康 2 - - - - - 
公民 1 1 1 1 1 - 
三民主義 - - - - - 1 
歴史 2 2 1   2 2 
音楽 1 1 1 1 1 1 
美術 1 1 1 2 1 1 
体育 2 2 2 2 2 2 
週会 1 1 1 1 1 1 
パソコン/家庭 2 2 2 1 1 2 
総合学習 - - - - - 1 
週間時数 39 39 39 39 39 39 
出所：横浜中華学院教育課程表より作成。 
生徒の進学状況について、2003 年度横浜中華学院の高中部卒業生は 14 名、うち日本




















の基礎を築くことを目標とする。学校の教育課程は表 3-7 の通りである。 
生徒の進学状況について、横浜山手中華学校では、2005 年度の中学部卒業生 27 名全員
が日本の高校へ進学している。 
 
表 3-7 横浜山手中華学院教育課程 
表 3-7-1．小学部教育課程 
   学
年 
科目 
一年 二年 三年 四年 五年 六年 
中文 6 6 6 6 6 6 
説話 4 4 2 2 2 2 
数学 4 5 6 6 5 5 
理科 - - 3 3 3 3 
歴史 - - - - - 3 
地理 - - - - 3 - 
日文 4 4 4 4 4 4 
日社 - - 2 2 2 2 
図工 2 2 2 2 2 2 
音楽 2 2 2 2 1 1 
体育 2 2 2 2 2 2 
集団活動 1 1 1 1 1 1 
英会話 - - - - 1 1 
習字 - - - 1 1 1 
週会 - - - 1 1 1 











  年級 
科目  
一年 二年 三年 
精読 3 3 3 
会話 3 3 3 
汎読 1 1 1 
写作 1 1 1 
文化常識 4 4 4 
数学 4 4 4 
理科 3 3 3 
日社 3 3 3 
日文 4 4 4 
英文 4 4 4 
技術家庭 2 2 2 
美術 1 1 1 
音楽 1 1 1 
体育 2 2 2 
週会 1 1 1 



















生徒の進学状況について、2003 年度の中学部卒業生 19 名のうち、18 名が日本の高校へ
進学し、1 名が不明となっている。 
表 3-8 大阪中華学校教育課程 
表 3-8-1．小学部教育課程 
  学年 
科目 
一年 二年 三年 四年 五年 六年 
中国語 6.5 6.5 6.5 6.5 6.5 6.5 
数学 3.5 3.5 4.5 4.5 4.5 4.5 
理科 1.5 2 2.5 2.5 2.5 2.5 
日本語 4 4 4 5 5 5 
社会（中） 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 
社会（日） - - - - - 2 
英語 2 2 2 2 2 2 
公民 - - - 1 1 1 
習字 - - 1 1 1 1 
パソコン 1 1 1 1 1 1 
図工 2 2 2 2 2 2 
説話 - - 1 1 1 1 
音楽 2 1.5 2 2 2 2 
体育 2 2 2 2 2 2 
保健 - - - 1 1 1 
週間時数 26 26 28 31 33 35 
 
表 3-8-2．中学部教育課程 
  年級 
科目  
一年 二年 三年 
中国語 5 5 4 
数学 4 4 5 
理科 4 4 5 
日本語 4 4 6 
社会 4.5 4.5 4.5 
英語 4 4 6 
公民 1 1 1 
歴史（中） 2 2 - 
地理（中） 2 2 - 
美術 0.5 0.5 0.5 
技術家庭 1 1 0.5 
パソコン 1 1 1 
音楽 1 1 1 
体育 2 2 2 
保健 1 1 - 
週間時数 37 37 37 
出所：大阪中華学校教育課程表より作成。    
 
第五項  神戸中華同文学校 
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 前身は 1899 年に創設された「神戸華僑同文学校」である。戦後当初は日本の学校を借
用して教育を開始したが、1959 年に華僑・華人社会の募金のもと、中央区に建てられた新
校舎に移し、今日に至る。現在は小学部と中学部から構成され、あわせて 611 名の児童・










表 3-9 神戸中華同文学院教育課程 
表 3-9-1．小学部教育課程 
   学
年 
科目 
一年 二年 三年 四年 五年 六年 
中国語 12 11 10 10 9 9 
書道 - - 1 1 1 1 
算数 4 5 5 5 6 6 
理科 - - 3 2.5 3 3 
生活 2 2 - - - - 
社会 - - 3 2.5 - - 
中国地理 - - - - 2 - 
中国歴史 - - - - - 2 
音楽 2 2 2 2 2 2 
体育 3 3 2 3 3 3 
図工 2 2 2 2 2 2 
日本語 1 2 3 3 3 3 
英語 - - - 1 1 1 
       
クラス会 - - - - 1 1 






   年級 
科目  
一年 二年 三年 
中国語 6 6 5 
数学 4 4 5 
英語 4 4 4 
理科 3 3 4 
中国歴史 - 3 - 
中国地理 3 - - 
保健体育 2 2 2 
美術 1 1 1 
音楽 1 1 1 
技術家庭 2 2 2 
日本社会 3 3 3 
日本語 4 4 5 
徳育 - - 1 
クラス会 1 1 1 
週間時数 34 34 34 
出所：神戸中華同文学校教育課程表より作成。 














を受け、華僑学校の教育の様相は大きく変容し、特に 1990 年代以降の変化が顕然である。 
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山手中華学校の例をあげると、1975 年の全校児童・生徒数 479 名に対し、1985 年は 321
名、さらに 1995 年は 246 名までに減少したが、その後徐々に回復をみせ、そして、2004







表 3-10 横浜山手中華学校の在籍生徒数の推移（1990-2005 年） 
年 生徒数 年 生徒数 年 生徒数 
1990 265 1996 255 2002 386 
1991 252 1997 269 2003 396 
1992 244 1998 278 2004 401 
1993 252 1999 303 2005 411 
1994 242 2000 313   
1995 246 2001 355   
出所：横浜山手中華学校百年校志編集委員会『横浜山手中華学校百年校志』学校 
法人横浜山手中華学園、2005 年、275 頁、横浜山手中華学校 2004、2005 学年度学 
生統計により作成。 
 
表 3-11 東京中華学校の在籍生徒数の推移（1993-2005 年） 
年 生徒数 年 生徒数 年 生徒数 
1993 303 1998 286 2003 - 
1994 287 1999 328 2004 314 
1995 256 2000 344 2005 300 
1996 237 2001 349   
1997 261 2002 345   
出所：東京中華学校各年学生統計により作成。 
 
表 3-12 神戸中華同文学校の在籍生徒数の推移（1990-2005 年） 
年 生徒数 年 生徒数 年 生徒数 
1990 639 1996 623 2002 632 
1991 640 1997 635 2003 631 
1992 635 1998 644 2004 614 
1993 618 1999 623 2005 630 
1994 610 2000 608   









童・生徒 630 名のうち、中国籍 210 名、日本籍 402 名のほかに、アメリカ籍 4 名、シン
ガポール籍 2 名、インド籍 3 名、韓国籍 4 名、カナダ籍 2 名、ベトナム籍 1 名、ポルトガ
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ル籍 1 名、イギリス籍 1 名と、多種な国籍の所持者が在学している。 
表 3-13 2005 年神戸中華同文学校の在籍生徒構成 
中国籍（台湾を含む） 日本籍   国籍 
学部 老華僑 新華僑 華人 日本人 
他国籍 合計 
小学部 81 71 229 59 12 454 
中学部 39 19 97 17 6 176 
計 120 90 326 76 18 630 
出所：2005 年神戸中華同文学校学生状況調査により作成。 








































徒 411 名のうち、中国籍（台湾を含む）所持者は 170 名、日本国籍所持者は 207 名とな
っている。そして、東京中華学校においては児童･生徒 300 名のうち、中国・台湾籍所持
者は 120 名であるのに対し、日本国籍所持者は 168 名となっている。 
 
表 3-14 神戸中華同文学校の在籍生徒の国籍推移 




































































省の統計によれば２２、1995 年に中国人と日本人の国際結婚件数ははじめて 5,000 件を超
え、5,943 件となってから、5 年後の 2000 年には約倍増の 10,762 件となり、それから 2004
年までに毎年 11,000 件前後を保持してきた。 
これに伴い、父母の片方が中国人である国際家庭に生まれた子どもの数も上昇してき
ている。厚生省が公布した父母のどちらの一方が中国人である子どもの出生数を見ると、
1995 年は 2,960 人であったに対し、2000 年は 3,287 人、2001 年は 4,007 人、さらに 2002










そのほかに、横浜中華学院の 2002 年の統計では、幼稚園児の 57％、小学部児童の 27％、










































































籍と母語は表 3-15、3-16 の通りである。 
表 3-15 東京中華学校教職員の国籍 
国籍 台湾 中国大陸 日本 アメリカ 計 
常任教員 13 1 2 - 16 
非常勤講師 3 - 11 1 15 
職員 1 - 2 - 3 
出所：2005 年東京中華学校の統計により作成。 
 
表 3-16 東京中華学校教職員の母語状況 
 日本語 中国語 英語 計 
専任教員 2 14 - 16 
非常勤講師 12 2 1 15 
























































































華同文学校はこれまでの中国と同様な 9 月入学から日本の習慣に合わせ 3 月始業に改革し、





1970 年までに、日本語科目は小学 5 年からの開設となっていたが、1971 年から小学 4 年、














































































表 3-18 各華僑学校の授業言語と使用教科書一覧〈小学部〉 
東京 横浜（中華） 横浜（山手） 大阪 神戸    学年 
科目 授業 教材 授業 教材 授業 教材 授業 教材 授業 教材
中文 M C C C C C CJ C C C 
日文 J J J J J J CJ J J J 
英文 EJ EJ E E E EJ E EJ E E 
数学 CJ J C C C C CJ C C CJ 
理科・自然 CJ J C C J J CJ J C CJ 
中国社会 C C C C - - CJ J C CJ 
生活 J J C C - - - - C CJ 
歴史 - - - - C C - - C C 
地理 - - - - C C - - C C 
公民 - - - - - - CJ C -  
日本社会 J J J J J J CJ J C CJ 
常識 - - - - - - - - -  
音楽 CJ C C C M J CJ J C C 
体育 CJ - C - C - CJ - C - 









表 3-19 各華僑学校の授業言語と使用教科書一覧〈中学部〉 
東京 横浜（中華） 横浜（山手） 大阪 神戸    学年 
科目 授業 教材 授業 教材 授業 教材 授業 教材 授業 教材
中文 CJ C C C C C CJ C C C 
日文 J J J J J J CJ J J J 
英文 E EJ E EJ E EJ E EJ E EJ 
数学 CJ J CJ J J J CJ J C J 
理科 CJ J CJ C J J CJ J C J 
中国社会 CJ C - - - - - - - - 
歴史 - - C C - - C C C C 
地理 - - C C - - C C C C 
日本社会 J J J J J J CJ J C J 
公民 -  C C - - CJ C - - 
文化・常識 - - - - C C - - - - 
音楽 CJ J C C J J CJ J C J 
体育 CJ J C C J J CJ J C J 
美術 CJ J C C J J CJ J C J 















































表 3-20 2004 年度神戸中華同文学校の交流活動 
2004 年 4 月 美術部が「あなもん」インフィオラーター参加 
 獅子舞チームが「いきいき健康まつり」参加 
5 月 獅子舞チームが「平和がええねん！春まつり」参加 
7 月 中国天津市運動団来訪 
8 月 民楽チームが「近畿ブロック高校交流セミナー」参加 
 小学部 5、6 年生が神戸市「青少年国際交流キャンプ」参加 
10 月 舞踊チームが「神戸市立烏帽子中学校文化祭」参加 
11 月 民楽チームが「神戸市中学校連合音楽会」出場 
 小学部 5、6 年生が「こうべふれあいフェスティバル」参加 
2005 年  1 月 民楽チームが「第 9 回あじさいコンサート」出場 
 「世界は一つ！身近に感じる国際理解」活動参加 
2 月 奈良教育大学教員生徒 20 名来訪 
 獅子舞チームが「神戸南京町春節」参加 
3 月 舞踊チームが「第 9 回神戸国際交流フェアー」参加 

















表 3-21 1909 年まで横浜大同学校卒業生（部分）の進学状況 
 男子 女子 計 
東京・仙台・京都 67 7 84 
横浜 171 42 213 
神戸 24 3 27 
欧米・キューバ 26 3 29 
高麗・南洋・豪州・インド 6 1 7 
中国 177 21 198 
出所：横浜山手中華学校百年校志編集委員会『横浜山手中華学校百年校志』学校法人横浜山手中























表 3-22 東京中華学校高等部卒業生の進路状況 
 1993 年 1996 年 1999 年 2002 年 2003 年 2004 年 2005 年
卒業生 31 26 20 24 25 25 17 
日本の大学・専門学校への
進学者 
9 14 16 19 18 19 16 
台湾の大学への進学者 5 0 0 4 4 1 0 
その他（欧米・中国大陸へ
の進学・就職等） 
17 12 4 1 3 5 1 

































































































横浜市立＊＊＊＊＊＊小学校  第＊＊＊学年 氏名＊＊＊＊ 
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  上記児童は、引き続き 7 日以上欠席しているので、直ちに出席させる督促します。 
  督促を受けても児童を出席させないときは、就学義務を怠っているものとして法律の定め
るところによって処罰を受けることがありますから、念のため申し添えます。 
  日本に設置されている外国人学校は、在日外国人のための学校であり、学校教育法第 1 条
で定める学校ではなく、学校教育法第 83 条の各種学校に相当するものです。 
  日本国籍のみを有する学齢児童がこれらの学校へ入学した場合、保護者は児童、生徒を小、
中学校へ就学させなければならないと規定されている学校教育法第 22 条、第 39 条に違反し
たことにより、義務教育を履行していることにはなりません。 
















































































和し、日本の中学校卒業資格がない場合でも満 16 歳以上の者（合格認定は 18 歳以降）に
受験資格を認めた。これにより今まで制限されていた華僑学校の生徒も大検の受験資格が
認められ、合格した者は国立大学への受験が可能となった。国立大学ははじめて外国人学
校の生徒に門戸を開いた。しかし、大学入試以前に 9 科目から 10 科目の大検を受けるこ
とは受験生にとって大きな負担であると考えられる。 
























ば、2003 年度の横浜山手中華学校の財政状況を見ると、学校の財政支出は約 2.2 億円で
あり、そのうち、学費・入学金等の授業料収入が 1.1 億（50％）、神奈川県および横浜市











                        表 3-23 横浜山手中華学校の学費の推移  
 
出所：横浜山手中華学校百年校志編集委員会『横浜山手中華学校百年校志』学校法人横浜山手中華学園、






















































































書式変更: インデント : 最初の
行 :  1 字
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中国人登録者のうち、0 歳から 14 歳までの子どもの数は表 4-1 の通りで 33,655 人となっ
 184
ている。15 歳から 19 歳までの登録者を加えた 0 歳－19 歳の中国人登録者総数は 53,475
人となり、これが現在の日本における華僑の子どもの総数であると考えられよう。  
表 4-1 2004 年度における 14 歳以下の中国人登録者数 
 男 女 計 
0～4 歳 6,334 5,817 12,151 
5～9 歳 5,600 5,327 10,927 
10～14 歳 5,254 5,323 10,577 
合計 17,188 16,467 33,655 
出所：法務省入国管理局『平成 16 年末現在における外国人登録者統計』より算出、作成。 
次に、日本国籍である華人の子どもの数について、統計が行われていないため、正確な
ものの把握ができない。一方、第三章で見たように、1989 年から 2005 年の間に日本国籍
に帰化した中国人の数は 59,945 人となっている（表 3-4 参照）。なお、2005 年の日本人口
における 0 歳から 14 歳の人口の割合が全体の 13.7％を占めていている４６。この構成比に
準拠して単純計算すると、華人の子どもの数は 8,212 人であると推測できよう。 














































例えば、2003 年 1 月に『中文導報』が日本の学校に就学する華僑・華人の子どもを対















  母国の学校           62 人（38.5％） 
  民族教育のための学校      61 人（37.9％） 
  民族団体・教会の民族教室    10 人（6.2％） 
  日本の学校の特別授業      4 人（2.5％） 
  仲間内のサークル        10 人（6.2％） 
  家庭内教育           42 人（26.1％） 
  独学で             9 人（5.6％） 




ぜひ受けさせたい        59 人（36.6％） 
できるなら受けさせたい     23 人（14.3％） 
本人しだい           33 人（20.5％） 
別に必要とは思わない      35 人（21.7％） 
関心がない           9 人（5.6％） 
無回答             2 人（1.2％） 
 
どのような場での民族教育をうけさせたいか（対象者：115 人） 
母国の学校           27 人（23.5％） 
民族教育のための学校      54 人（47％） 
民族団体、教会の民族教室    7 人（6.1％） 
日本の学校の特別授業      14 人（12.2％） 
仲間うちのサークル       13 人（11.3％） 
家庭内教育           36 人（31.3％） 
その他             8 人（7.0％） 







この調査結果を踏まえ、筆者は 1999 年から 2 年間にわたって、新華僑・華人の家庭を
中心に子どもの教育状況に関する調査を行った。そのなか、中国語・文化等の教育に関す
る結果は以下の通りである。 
調査時間：1999 年 4 月～2001 年 4 月 
調査対象：日本に 5 年以上居住し、かつ子どもを持つ新華僑・華人の家庭 
結果として上記条件に一致する調査対象は全 21 世帯、内訳、日本国籍に帰化した 6 世












そして、子どもが日本の学校に通っていると答えた 15 世帯に対し 
②貴方は子どもに中国語、中国の文化・歴史について教育をうけさせているか。 
はい、させている 11 世帯（教育の方式としては、家庭内教育 7 世代、中
国語週末学校・教室へ通わせる 2 世代、日本
の学校の休み期間を利用して中国の学校への 
    留学をさせているる 2 世代、となっている。） 
いいえ、させていない 4 世帯（理由：日本人の夫が中国語の勉強を反対して 
いるから、子どもがまだ 3歳以下であるから、 
 忙しいから子どもの勉強までに手が回らな 















































教育対象：子どもクラスにおいては 5 歳から 12 歳の児童を主な対象としているが、その
ほかのクラスにおいては基本的に制限を設けていない。 
生徒数：  2005 年 7 月現在の在籍者は 144 名、内訳中国語コース 136 名、日本語コース






国語検定対策）、日本語クラス 2、文化講座クラス 1 を設置している。定員は
30 名／クラス、中国語会話のみ 20 名／クラス 
授業時間：基本的には週末及び平日の夜を利用している行われている。具体的な時間は以
下の通りである。 
水・金曜日：18：30～20：20   
土曜日：10：00～11：50 13：00～14：50 15：00～16：50 









検定対策クラスにおいては中国語検定 4 級、3 級の合格することをそれぞれに
目標としている。 
教職員： 常任教職員 3 名、内訳、台湾出身者 1 名、大陸出身者 1 名、日本人 1 名 
非常勤講師 5 名、内訳台湾出身者 2 名、大陸出身者 2 名、日本人 1 名 
教科書： 主に日本で発売される中国語・日本語の学習教科書、および中華民国僑務委員
会が出版する中国語教科書を利用している。 








学校関係者が多いことが特徴としてあげられる。2004 年 5 月の開校当時の 64 名生徒のう





































生徒数： 2005 年 7 月現在、中国語コースの在籍者は 250 名、そのほか英語コースの在
籍者は 60 名となっている。 
クラス構成：言語レベルに応じ初・中・上級の中国語クラス 20、そのほか、英語クラス 6
を設置している。定員は 20 名／クラス 
授業時間：基本的には毎週土曜日に行われる。具体的な時間は下記の通りである。なお、
8 月は夏休みとなる。 
中国語クラス 10：00～12：30 13：30～16：00 








教職員： 常任職員 1 名と非常勤講師 16 名が在籍している。全員が中国大陸出身の新華
僑・華人である。 
教科書： 中国 9 年義務教育 6 年制小学校で使用される『語文』（著者注：日本の国語相
当）（北京出版社）を基本教科書とし、日本で発売されている中国語学習教材
を補助教材として使用している。 
受講料： 入学金 10,000 円（入学一ヶ月以内の退学者は全額返却） 



































 9：00～11：45 13：30～15：15 15：45～17：30 










教職員： 中国大陸出身の元教員を中心に、20 名超える非常勤講師が在籍している。 
教科書： これまででは中国 9 年義務教育 6 年制小学校『語文』を基本教科書として使用
してきたが、2005 年 4 月からの新規初級クラスにより、中国曁南大学５８華文
学院が作成した中国語を第一言語としない華僑・華人の子ども専用の『中文』
をメイン教材として使用することとなった。 
受講料： 5000 円／月、毎月徴収。 
資金源： 受講料の徴収のみである。 
 2005 年 4 月現在に、同源中文学校は池袋をはじめ、大久保、小岩、蕨、松戸、桜木町、
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い」の意見も多かった。これをうけ、学校は 2005 年 4 月の新規初級クラスにより、中国
曁南大学華文学院が開発した『中文』（週末学校専用）を教科書として使用することに踏み
出した。 
『中文』は学生用のピンインテキスト 1 冊とセットの練習帳 1 冊、テキスト 12 冊とセ






































前項で取上げた 3 つの事例を見ると、東京中華学校文化センターの授業料は 12,000 円
 198
























源中文学校の場合、1995 年 11 月の設立当初は教員 1 名、生徒 34 名、初級クラス 2 つの
 199
みであったが、2005 年には首都圏を中心に、名古屋までに全 8 箇所に分校を設置し、450
名の生徒が在籍となっている。さらに、学校はこれからも華僑・華人の集中地域を中心に
分校を拡大していく方針である。また、財団法人東京中華学校が 2004 年 5 月に設立した
財団法人東京中華学校文化センターにおいて、はじめ頃の受講者は 64 名であったが、一












































































この「楽々チャイナ」は衛星放送 SKY Perfect TV の ch.784 を通じて放送され、月受
































テレビ中文学校は「在日華僑・華人の子ども、特に 4 歳から 10 歳前後の子どもを主な
教育対象」６５としているが、実際に入学者への制限を設けていない。 
生徒数 
2004 年 4 月現在の在籍者は 827 名、内訳、華僑・華人の子ども（国際結婚の子どもを
含む）が約 97%を占め、残りの 3%が日本人となっている。生徒の全体をみると、日本の











 図 4-1 テレビ中文学校の作業流れ図 











































したものである（2004 年 10 月現在）。 
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一年 




費用：16,600 円。内訳入学金 2,000 円、そのほか授業料、郵便料金、通信費用、管理費、
テスト検定料、学生手帳代など。 
教材：ピンインテキスト 1 冊と練習帳 1 冊、テキスト 4 冊と練習帳 8 冊、写字（習字）練
習帳 1 冊、テスト帳 1 冊。 
 
二年 





教材：テキスト 4 冊と練習帳 8 冊、写字（習字）練習帳 1 冊、テスト帳 1 冊。 
 
三年 


























































































































































































































































活動の共通する悩みである。2005 年に開校 10 年目に迎える同源中文学校の調査によれば、初、



































































































































































































































































































































































































































は 2,011,555 人であり、はじめて 200 万人を突破し過去最高記録を更新した。この数字は
10 年前の 1995 年に比べると 649,184 人、47.7％の増加となり、さらに 20 年前の 1985
年からは 1,160,943 人、236.5％、つまり約 2.5 倍も増加したのである。これに、米軍の関
係者（軍人、その家族等）及びいわゆる外国人不法滞在者などを加えると、より大きい数
字となるだろう。そして、外国人人口は日本の総人口の 1.57％を占めるに至った。単純計
算すれば、日本社会の約 64 人のうち 1 人が外国人住民となる。この外国人の増加傾向は
日本人人口の増加率との比較で一目瞭然である（表 5-1 参照）。 






















は 7.8％を占め、さらに、2005 年にその割合は 14.8％までに上昇してきた。  
表 5-1 国籍（出身地）別外国人登録者数の推移（1950-2005 年） 
 総数 韓国・朝鮮 中国 ブラジル フィリピン ペルー 米国 その他 






















































































































































































































ことから、実際には 186 をはるかに上回る「多様な文化」が日本社会に存在するとなる。 
この多様な言語・文化背景を持つ外国人の来日は日本社会にかつてない国際化をもたら
した。東京都の例をみると、2006 年 8 月の最新統計によれば、外国人人口は 366,575 人













































































法務省の統計に基づくと、2004 年における 5 歳から 14 歳までの外国人登録者の数は










































































































1948 年、第 3 回国連総会で採択された「世界人権宣言」の第 26 条は「すべて人は、
教育受ける権利を有する」と記している。そして、ユネスコが 1960 年に出した「教育に








（A 規約）の第 13 条は、「この規約の締約国は、教育についてのすべての者の権利を認め
る」と規定している。また、1989 年に国連で採択された「児童の権利に関する条約」の


































































































































































途中で帰国した場合でも、9 月や 1 月の編入試験を設けている高校（都立の高校、私立の
高校）が多いため、時間を待たずに入学することができる。これに対し、外国籍の子ども
に関しては、入学のチャンスは 4 月のみであるのが一般的である。ほかの時期に来日した













106,000 人となっている。平成 13 年 5 月 1 日現在、義務教育所学校に在籍している者は


































































































































した Saint Maur International School である。もともとは日本人向けの教育を行う目的
に開設されたものであったが、入学希望者がなかったため、欧米人子弟の教育施設となっ
た。その後、19 世紀末から 20 世紀にかけては表 5-3 の通り、欧米人をはじめ、華僑・華
人による外国人子弟を対象とする学校が多く出現した。 
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表 5-2 19 世紀末から 20 世紀にかけての外国人学校 
学校名 場所 設立年 系列 
サンモール・インターナショナルスクール 横浜 1872 欧米 
中西学校 横浜 1897 中国 
神戸華僑同文学校 神戸 1899 中国 
東京高等大同学校 東京 1899 中国 
セントジョセフ・カレッジ 横浜 1901 欧米 
アメリカンスクール・イン・ジャパン 東京 1902 欧米 
中華学校 横浜 1903 中国 
長崎華僑時中両等小学堂 長崎 1905 中国 
華僑学堂 横浜 1908 中国 
聖心インターナショナルスクール 東京 1908 欧米 
出所：華僑学校に関しては筆者の調査結果に基づき、欧米系の学校に関しては西村俊一、岡田要人



























































































































国連絡協議会」の調査により、公立大学 30 校（全体の 57％）、私立大学 219 校（全体の
52％）が外国人学校出身者の受験資格を何らかの形で認めていると答えた ６２。これは











5-3 にまとめたとおりである。  
表 5-3 2002 年度各都道府県・政令都市の外国人学校に対する教育費助成（華僑学校設置
地のみ） 


























外国人学校卒業生の大学進学問題に関して、1999 年 7 月、文部省大学審議会は「大学・
大学院入学資格改革方案」を提出し、「大学入学資格等の弾力化」の措置を発表した。その
内容は、2000 年 8 月に実施する大検から、日本の中学校卒業資格がない場合でも満 16 歳
以上の者（合格認定は 18 歳以降）に受験資格を認め、2001 年春の入学者からを適用する、
というものである。これにより今まで受験資格がなく、日本の大学への進学が容易ではな
かった外国人学校の生徒も、大検の受験資格が認められ、合格した者は国立大学への受験






















































































































































































































































1989 年 2 月から 3 月にかけて、横浜中華学院は「校友会」名簿に登録され、住所が判
明した計 650 名の卒業生を対象に、質問紙によるアンケート調査を行った。その結果、送










表 6-1 横浜中華学院卒業生調査対象者年齢別構成比 
年齢 人数 （％） 
15-19 43 14.2 
20-29 65 21.5 
30-39 117 38.7 
40-50 71 23.5 
不明 6 2.0 
計 302 100 
 
表 6-2 横浜中華学院卒業生調査対象者男女別・出生地別構成比 
性別 出生地 
男性 女性 不明 日本 日本以外 不明 
158（52.3％） 137（45.4％） 7（2.3） 198（65.6％） 86（28.5％） 18（5.9％） 
 
表 6-3 横浜中華学院卒業生調査対象者国籍別構成比 
中華民国 中国 香港 英国 日本 その他 不明 
94（31.1％） 28（9.3％） 1（0.3％） 1（0.3％） 154（51％） 16（5.3％） 8（2.6％）
筆者注：この調査が行われた 1989 年当時、香港はまだ中国に返還されていなかった。 
 


















表 6-5 横浜中華学院卒業生調査対象者最終学歴 
最終学歴 人数 ％ 
中学卒 10 3.3 
高校卒 140 46.4 
専門学校卒 48 15.9 
大学卒（短大を含む） 89 29.5 
大学院卒 1 0.3 
不明 14 4.6 
 
2．横浜山手中華学校の調査 
2004 年 2 月から 4 月にかけて、横浜山手中華学校は 2 回にわたり、計 670 名の卒業生を





表 6-6 横浜山手中華学校卒業生調査対象者年齢別構成比 
年齢 人数 割合 (%) 
15-19 歳 12 5.3 
20-29 35 15.4 
30-39 55 24.1 
40-59 44 19.3 
50-59 44 19.3 
60 以上 38 16.6 
計 228（男性 83・女性 145） 
 
表 6-7 横浜山手中華学校卒業生調査対象者男女別・出生地別構成比 
性別 華僑・華人の世代 
男性 女性 一世 二世 三世 四世 不明 
83（36.4％） 145（63.6％） 8（3.5％） 86（37.7％） 110（48.2％） 11（4.8％） 13（5.7％） 
 
表 6-8 横浜山手中華学校卒業生調査対象者国籍別構成比 
中国（台湾含む） 日本 その他 不明 
137（60.1％） 87（38.2％） 3（1.3％） 1（0.4％） 
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注 2：横浜山手中華学校は 1967 年から 1982 年の間に高校部を設置していた。 
 
表 6-10 横浜山手中華学校卒業生調査対象者の最終学歴 
最終学歴 人数 ％ 
中学卒 15 6.6 
高校卒 84 36.8 
専門学校卒 37 16.2 
大学卒（短大を含む） 77 33.8 
大学院卒 5 2.2 























総じて楽しかった                             56.0％ 
総じて楽しくもあり楽しくも無し                      30.5％ 
総じて楽しくなかった                           4.3％ 
科目が普通より多いので勉強が大変だった                  4.6％ 
母校の学校生活は今プラスになっている                   36.4％ 
母校の学校生活はむしろ今マイナスである                  6.3％ 
その他                                  2.6％ 
不明                                   0.3％ 
 
貴方は中華学院（校）に子どもを入学させますか。（複数回答可） 
保育園部まで保育してもらう                        2.3％ 
幼稚園部までお世話になる                         4.6％ 
小学部まで勉強させる                           17.5％ 
中学部まで学習させる                           13.6％ 
高校部まで習得させる                           5.0％ 
中国語補習クラスに入れる                         14.6％ 
入学させる予定はない                           33.8％ 
その他                                  16.9％ 
不明                                   3％ 




総じて楽しかった                             61.0％ 
総じて楽しくなかった                           4.8％ 
科目が普通より多いので勉強が大変だった                  13.2％ 
母校の学校生活は今プラスになっている                   43.9％ 
母校の学校生活はむしろ今マイナスである                  0.9％ 




幼稚園部まで保育してもらう                        36.4％ 
小学部まで学習させる                           3.9％ 
中学部まで学習させる                           1.8％ 
その他（わからない、入学予定がない）                   20.6％ 




















日本の華僑学校の宿命なので三ヶ国語は学習する必要大である         69.5％ 
国語（筆者注：ここでは中国語を指す）・中国語教育にもっと力を入れるべきである 29.8％ 
日本語教育にもっと力を入れるべきである                  25.2％ 
英語教育にもっと力を入れるべきである                   21.5％ 
日本語教育を小学一年生から始めるべきである                15.9％ 
（筆者注：1989 年時に横浜中華学校の日本語授業は小学 2 年からである） 
語学は低年齢時に教えて始めて効果があると思うが混乱するから現行のままで良い 12.9％ 
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その他                                  4.3％ 
 
母校の国語＝中国語教育の達成度についてあなたはどういう意見ですか（複数回答可） 
もっとハイレベルに達成させるべきである                  49.3％ 
現実には日本にいる環境では国語・中国語のレベルが上がらないのは仕方がない 32.8％ 
日本生まれの子にアジャストする教授法で教育することが望まれる       26.8％ 
今の卒業生の平均的レベルでよい                      12.3％ 
その他                                  4.6％ 




日本の華僑学校の特徴なので三ヶ国語は学習する必要性が大きい        77.6％ 
中国語教育にもっと力を入れるべきである                  13.6％ 
英語教育にもっと力を入れるべきである                   8.3％ 
日本語教育にもっと力を入れるべきである                  3.9％ 
 
現在進められている母校の中国語教育の達成度についてどう思いますか。（複数回答可） 
現在の状況を知らない                           32.5％ 
もっとハイレベルに達成させるべきである                  27.2％ 
今の卒業生の平均的レベルでよい                      15.8％ 
現実には日本にいる環境では国語・中国語のレベルが上がらないのは仕方がない 11.4％ 
現在使用している教科書は海外華僑子弟の中国語教育に適している       6.1％ 
その他                                  0.9％ 


























あなたが感じる母校の良い特徴、魅力を以下のカテゴリのうち 3 つをあげてください。 
（複数回答可） 
同胞の同級、同窓生の交流が楽しい、結束が強い               29.1％ 
中国語、中国文化が修得できる                       19.9％ 
教師と生徒が家族的である                         19.5％ 
低学年で三ヶ国語（中、日、英）が学習でき、バイリンガルが育つ       17.2％ 
校風が自由                                11.6％ 
獅子舞、龍舞、民族舞踊等の活動素晴らしい                 10.9％ 
少人数教育                                10.3％ 
民族教育が受けられる。アイデンティティの確立ができる           8.3％ 
国際性があり、華僑社会一体化している                   4.6％ 
その他                                  16.2％ 
 
母校の欠点、弱点と思われるところを以下のカテゴリから 3 つ以内あげてください。 
（複数回答可） 
教職員への不満                              22.5％ 
生徒数が少ない                              17.9％ 
学力レベル                                17.2％ 
教育施設、教材設備関係                          16.6％ 
受験指導                                 16.6％ 
教育課程や科目、教材                           12.9％ 
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思想教育の偏り                              3.3％ 
卒業後の就職紹介                             2.0％ 
学費等の負担                               1.7％  




あなたが感じる母校の良い特徴、魅力を以下のカテゴリのうち 3 つをあげてください。 
（複数回答可） 
中国語、中国文化が修得できる                       60.5％ 
同級、同窓生の交流が楽しい、結束が強い                  33.3％ 
民族教育が受けられる、アイデンティティの確立ができる           31.1％ 
低学年で三ヶ国語（中、日、英）が学習でき、バイリンガルが育つ       29.8％ 
教師と生徒の関係が家族的である                      26.3％ 
国際性があり、また華僑社会の一体化に貢献している             21.9％ 
獅子舞、龍舞、民族舞踊等の活動を体験できる                19.3％ 
少人数教育                                18.0％ 
校風が良い                                7.5％ 
その他                                  1.8％ 
 
母校の欠点、弱点と思われるところを以下のカテゴリから 3 つまであげてください。 
（複数回答可） 
教育施設、教材設備関係                          54.4％ 
教職員への不満                              23.7％ 
学費などの負担                              23.2％  
生徒数が少ない                              17.5％ 
受験指導                                 13.2％ 
生徒の自主性・自立性                           12.3％ 
学力レベル                                11.8％ 
民族教育の偏り                              11.0％ 
教育課程や科目、教材                           7.5％ 

































バイリンガル（二ヶ国語以上話せる者）を作り上げることに全力を尽くすべき  63.2％ 
各種学校の認定校から文部省認定学校になるように努力すべき         56％ 
進学教育にもっと力を入れるべきである                   50.7％ 
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国際的な視野にたち、世界に飛翔する国際人教育に力点をおくべき       45.7％ 
中国語の補習教室をもっと活発にすべきである                27.8％ 
中華街等に中国文化の厚みを増し、また多彩にすべく積極的に寄与すべきである 21.9％ 
民族教育にもっと力を入れるべきである                   14.9％ 
留学生を受け入れ教育の対象枠を広げるべきである              13.2％ 
大学を設置して総合一貫教育を行うべき                   6.3％ 
通信教育を設置すべきである                        6.3％ 
 
母校からの高校受験と大学受験に関して（複数回答可） 
もっと受験に力を入れてほしい                       43.0％ 
母校は各種学校扱いなので受験できる学校が少ないので困った         38.4％ 
いまの民族教育重視ではとてもハンディである                33.1％ 
母校の教科が多いので受験に負担である                   7.6％ 
受験勉強は塾で補っているからハンディとは思わない             4.3％ 
その他                                  13.2％ 




バイリンガル（二ヶ国語以上話せる者）を作り上げることに全力を尽くすべき  50.0％ 
各種学校の認定校から文部省認定学校になるように努力すべき         43.0％ 
日本の学校に通う華僑華人子弟の週末学校を設置すべきである         22.8％ 
（中華学校に通っていない子どもたちのためにサースクール等を設置してほしい） 
現行通りでよい                              15.8％ 
民族教育にもっと力を入れるべきである                   14.0％ 
中華街等がさらに中国文化の神髄を取り入れ多彩になるよう、積極的に寄与すべき 11.8％ 
進学にもっと力を入れるべきである                     10.5％ 
一般の私立学校に発展させるべき                      9.6％ 
非華僑・華人を対象とする中国語、中国文化教室を設置すべきである      8.8％ 
中国からの大使館員・中資企業・学者等短期滞在者の子弟が滞日中授業を受け  8.3％ 
帰国後国内のカリキュラムに編入できるクラスを設置すべき  
留学生を受け入れ教育の対象枠を広げるべきである              8.3％ 
高校を設置して総合一貫教育を行う                     3.9％ 
通信教育を設置すべきである                        3.5％ 
中華学校の役割は終わった                         0.9％ 
その他                                  1.3％ 
 
母校からの高校受験に関してどう考えますか 
問題ない                                 46.9％ 
もっと受験対策に力を入れてほしい                     13.6％ 
今の民族教育重視ではハンディがある                    7.5％ 
母校の教科が多いので受験に負担である                   6.6％ 
受験勉強は塾で補っているからハンディとは思わない             6.1％ 
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その他                                  2.2％ 























































































表 6-11 学習指導要領が示す小・中学校の週間授業時数と各華僑学校の週間授業時数比較 
 小一 小二 小三 小四 小五 小六 中一 中二 中三 
東京中華学校 27 28 28 31 35 35 39 39 39 
横浜中華学院 32 32 34 34 36 36 39 39 39 
横浜山手中華学校 25 26 30 32 34 34 35 35 35 
大阪中華学校 26 26 28 31 33 35 37 37 37 
神戸中華同文学校 26 27 31 32 33 33 34 34 34 
日本の学校 23 24 26 27 28 28 34 34 34 
















































































































































































































神戸中華同文学校の例を見ると、1983 年の在籍児童・生徒 854 名のうち、中国籍（台湾





中国籍（台湾を含む）所持者の割合は 71.2％に低下し、さらに 2005 年には 33.3％までに
減少している。それに対し、日本国籍所持者は 1983 年の 1.6％から、1993 年に 24.6％、
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